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貸 借 対 照 表 
（２０２３年３月３１日現在） 

第２０８期    ＥＮＥＯＳ株式会社 

科 目  金 額 科 目  金 額 

  百万円   百万円 

資 産 の 部  4,520,439  負 債 の 部  3,564,918  

流 動 資 産 （ 2,543,198 ） 流 動 負 債 （ 2,507,706 ） 

現 金 預 金  6,160  買 掛 金  614,318  

売 掛 金  934,373  短 期 借 入 金  1,030,853  

商 品 お よ び 製 品  529,774  未 払 金  681,034  

原材料および貯蔵品  650,443  未 払 費 用  29,218  

前 払 費 用  4,006  リ ー ス 債 務  399  

短 期 貸 付 金  35,720  預 り 金  122,225  

未 収 入 金  188,281  賞 与 引 当 金  9,497  

未 収 法 人 税 等  43,798  債務保証損失引当金  3,182  

未 収 消 費 税  147,457  資 産 除 去 債 務  1,659  

その他の流動資 産  9,831  その他の流動負 債  15,316  

貸 倒 引 当 金  △ 6,649      

        

固 定 資 産 （ 1,977,240 ） 固 定 負 債 （ 1,057,211 ） 

有 形 固 定 資 産 〔 1,163,274 〕 長 期 借 入 金  799,744  

建 物  84,464  退 職 給 付 引 当 金  159,764  

構 築 物  129,215  修 繕 引 当 金  68,076  

油 槽  25,984  リ ー ス 債 務  3,991  

機 械 装 置  147,106  資 産 除 去 債 務  15,211  

車 両 運 搬 具  956  その他の固定負 債  10,423  

工 具 器 具 備 品  9,468      

土 地  738,729  純資産の部  955,521  

リ ー ス 資 産  3,562  株 主 資 本 （ 954,523 ） 

建 設 仮 勘 定  23,788  資 本 金 〔 30,000 〕 

無 形 固 定 資 産 〔 125,394 〕 資 本 剰 余 金 〔 584,205 〕 

借 地 権  11,945  資 本 準 備 金  7,500  

特許権および利用権  1,742  その他資本剰余 金  576,705  

ソ フ ト ウ ェ ア  81,273  利 益 剰 余 金 〔 340,317 〕 

リ ー ス 資 産  0  利 益 準 備 金  28,026  

の れ ん  30,398  その他利益剰余 金  312,291  

その他の無形固定資産  33  固定資産圧縮積立金  33,510  

投資その他の資産 〔 688,571 〕 繰 越 利 益 剰 余 金  278,780  

投 資 有 価 証 券  12,794      

関 係 会 社 株 式  505,846      

関 係 会 社 社 債  21,131  評価・換算差額等 （ 997 ） 

その他の関係会社有価証券  47,928  その他有価証券評価差額金 〔 79 〕 

関 係 会 社 出 資 金  42,362  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 〔 918 〕 

長 期 貸 付 金  4,895      

繰 延 税 金 資 産  14,320      

差 入 保 証 金  15,737      

長 期 前 払 費 用  13,117      

そ の 他 の 投 資  11,760      

貸 倒 引 当 金  △ 1,321      

        

資 産 合 計  4,520,439  負債および純資産合計  4,520,439  
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損 益 計 算 書 

２０２２年４月   １  日 

２０２３年３月３１日 

第２０８期 
 

ＥＮＥＯＳ株式会社 

 百万円  百万円  

売 上 高   10,578,065  

売 上 原 価   10,169,572  

売 上 総 利 益   408,493  

販売費および一般管理費    490,983   

営   業   損   失    82,489   

     

営 業 外 収 益     

受 取 利 息  688     

受 取 配 当 金  30,141     

資 産 賃 貸 収 入  12,361     

為 替 差 益 2,778    

雑 収 入  23,233   69,203  

営 業 外 費 用     

支 払 利 息  10,553     

雑 損 失  4,612    15,165   

経   常   損   失    28,451   

     

特 別 利 益     

固 定 資 産 売 却 益  64,364     

そ の 他 の 特 別 利 益  2,453   66,818  

特 別 損 失     

固 定 資 産 売 却 損  1,617     

固 定 資 産 除 却 損  5,289     

減 損 損 失  10,518     

関 係 会 社 株 式 評 価 損 23,953    

そ の 他 の 特 別 損 失 9,789   51,168  

     

税 引 前 当 期 純 損 失    12,802   

法人税、住民税および事業税   △ 29,122  

法 人 税 等 調 整 額   452  

当 期 純 利 益    15,868   
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株主資本等変動計算書 

第２０８期（ 自 ２０２２年４月１日 至 ２０２３年３月３１日 ）  ＥＮＥＯＳ株式会社 

 株主資本 

 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合 計 資本準備金 
そ の 他 

資本剰余金 

資本剰余金

合 計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合 計 
固定資産 

圧縮積立金 

繰越利益 

剰余金 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 首 残 高 30,000 7,500 576,856 584,356 28,026 33,981 443,541 505,549 1,119,906 

当 期 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当    -   △ 181,100 △ 181,100 △ 181,100 

当 期 純 利 益    -   15,868 15,868 15,868 

固定資産圧縮積立金

の 取 崩 
   -  △ 470 470 - - 

企業結合・会社分割に 

よる増減 
  △ 150   △ 150    - △ 150 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
         

当 期 変 動 額 合 計 - - △ 150 △ 150 - △ 470 △ 164,761 △ 165,231 △ 165,382 

当 期 末 残 高 30,000 7,500 576,705 584,205 28,026 33,510 278,780 340,317 954,523 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価

証券評価 

差額金 

繰延ヘッジ

損 益 

評価・換算 

差額等合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 首 残 高 220 △ 3,857 △ 3,636 1,116,269 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当   - △ 181,100 

当 期 純 利 益   - 15,868 

固定資産圧縮積立金

の 取 崩 
  - - 

企業結合・会社分割に

よる増減 
  - △ 150 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
△ 141 4,776 4,634 4,634 

当 期 変 動 額 合 計 △ 141 4,776 4,634 △ 160,748 

当 期 末 残 高 79 918 997 955,521 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

①有価証券の評価基準および評価方法 

ア．子会社株式および関連会社株式  移動平均法による原価法を採用しております。 

イ．その他有価証券 

（ア）市場価格のない株式等以外のもの  

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

（イ）市場価格のない株式等  移動平均法による原価法を採用しております。 

なお、投資事業組合等への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。 

②デリバティブ取引により生じる正味の債権および債務の評価基準および評価方法 

時価法を採用しております。 

③たな卸資産の評価基準および評価方法 

商品、製品および原材料については総平均法、貯蔵品については移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。なお、各勘定に含まれる未着商品、

未着原材料については、個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産      定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

（リース資産を除く）        建物     15～50年 

構築物     7～50年 

油槽     10～15年 

機械装置    4～17年 

②無形固定資産      定額法を採用しております。 

（リース資産を除く）    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 

③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

④のれん 15年間の均等償却によっております。 

⑤長期前払費用 均等償却によっております。 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

②賞与引当金  従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべ

き額を計上しております。 

③退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して

おります。なお、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年または 12年）による定額法により費用処理しております。また、数

理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年または 12年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生年度

の翌事業年度から費用処理しております。 

④修繕引当金  将来の修繕費用の支出に備えるため、消防法により定期開放点検が義務づけられた

油槽に係る点検修理費用および製油所の機械装置に係る定期点検費用等を期間配分

し、当事業年度に対応する額を計上しております。 

⑤債務保証損失引当金    保証履行の可能性が高い保証債務等に係る支出に備えるため、求償権の行使による

回収可能性を検討し、損失見込額を計上しております。 
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（４）収益および費用の計上基準 

当会社は利息および配当等を除き、次の５ステップを適用することにより収益を認識しています。 

ステップ１：顧客との契約を識別する 

ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 

ステップ５：履行義務が充足されたときに（又は充足するにつれて）収益を認識する 

 

当会社は、石油製品、石油化学品、原油等の販売を行っています。 

これらの販売は、主として製品の支配が顧客に移転したとき、すなわち製品を顧客へ引き渡した時点で、製品

の法的所有権、物的占有権、製品の所有に伴う重要なリスクおよび経済価値が移転し、顧客から製品の対価を受

ける権利を得るため、その時点で収益を認識します。収益は顧客との契約による取引価格に基づき認識し、付加

価値税、返品、リベートおよび割引額を差し引いた純額で表示しています。付加価値税および軽油引取税のよう

に、販売時点において課税され、代理人として回収していると考えられる税額は、売上高に含めず純額で表示し

ます。一方、揮発油税のように、販売以前の過程において課税され、売上金額に含まれている税額は売上高に含

めます。対価に変動可能性のある取引については、考え得る対価の金額の範囲における単一の最も可能性の高い

金額を用いて、将来において重大な戻し入れが生じない範囲で収益を認識しています。 

なお、当事業年度では、ガソリンなどの卸価格の上昇を抑え、小売価格の急騰を抑えるための「コロナ下にお

ける燃料油価格激変緩和補助金」等を受領し、売上高に含めて計上しています。 

 

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

②グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。 

 

２．重要な会計上の見積り 

当会社の計算書類には、経営者の見積りを含みます。この見積りは過去の実績および当事業年度の末日において

合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の見積りに基づきますが、結果は、見積りとは異

なる可能性があります。なお、翌事業年度以降の新型コロナウイルス感染症の影響は、行動制限の解除等による経

済の正常化に伴い、当事業年度と比較して、軽減されると仮定しています。 

当会社の計算書類に重要な影響を与える可能性のある、主な見積りは以下のとおりであります。 

 

（１）関係会社株式        

   市場価格のない株式等である非上場株式への投資については、当該株式の発行会社の財政状態の悪化により実質

価額が著しく低下したときに、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、投資について評価損

を計上しております。実質価額は通常、1株当たりの純資産額に所有株式数を乗じた金額として算定しております

が、投資先の超過収益力を反映して1株当たり純資産額に比べて相当程度高い価額で取得し超過収益力が当事業年

度の末日までに毀損していないと認められる非上場株式は、超過収益力を反映して株式の実質価額を算定しており

ます。当該投資先の超過収益力等を含む実質価額が著しく下落した場合には翌事業年度において評価損を計上する

必要があります。 

 

（２）繰延税金資産 

繰延税金資産は、将来減算一時差異、未使用の繰越税額控除および繰越欠損金を利用できる課税所得が生じる可

能性が高い範囲内で金額を算定します。将来の課税所得の生じる時期および金額は、販売数量、販売価格、原油価

格、外国為替相場等の仮定を含めた、経営者が承認した事業計画に基づいて見積ります。 

これにより、当事業年度末、繰延税金資産として計上した金額は141,390百万円(総額)です。 

課税所得が生じる時期および金額は、将来の不確実な経済状況の変化によって影響を受けることから、実際に生

じた時期および金額が見積りと異なった場合は、それに伴い利用可能な繰延税金資産の金額も変動し、その結果、

計算書類に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

 



－6－ 

 

 

３．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産および担保に係る債務  

①担保提供資産 

ア．有形固定資産 495,098百万円 

イ．その他の関係会社有価証券 4,127百万円 

ウ．長期貸付金                               2,083百万円 

②上記に対応する債務 

未払金 185,849百万円 

（注）担保提供資産に対応する債務は、②以外に大阪国際石油精製株式会社の未払揮発油税（6,306百万円） 

などがあります。 

（２）有形固定資産の減価償却累計額 3,307,039百万円  

（３）保証債務等  

①関係会社ほかの借入金に対する債務保証額 124,591百万円 

②従業員の借入金（財形住宅融資金）に対する債務保証額 400百万円 

③保証予約 222,438百万円 

（４）国庫補助金等による圧縮記帳額 

①建物 7,999百万円 

②構築物 9,376百万円 

③油槽 924百万円 

④機械装置 6,472百万円 

⑤車両運搬具 109百万円 

⑥工具器具備品 232百万円 

⑦土地 15,060百万円 

⑧ソフトウェア 12百万円 

⑨その他 293百万円 

（５）関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

①金銭債権 

ア．短期金銭債権 242,793百万円 

イ．長期金銭債権 8,777百万円 

②金銭債務 

ア．短期金銭債務 124,926百万円 

イ．長期金銭債務 540百万円 

 

 

 

４．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

（１）営業取引 

①売上高                           1,770,031百万円 

②仕入高                            747,494百万円 

③販売費および一般管理費                     126,064百万円 

（２）営業取引以外の取引                        45,874百万円 

 

 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式 1,876,308,343株 

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

2022年６月28日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

ア．配当金の総額 181,100百万円 

イ．配当の原資 利益剰余金 
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６．グループ通算制度を適用する場合の会計処理および開示に関する取扱い 

当会社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税およ

び地方法人税ならびに税効果会計の会計処理および開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処

理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に

従っております。 

また、実務対応報告第 42号第 32項(1)に基づき、実務対応報告第 42号の適用に伴う会計方針の変更による影響

はないものとみなしております。 

 

 

７．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

固定資産減価償却超過額および減損損失 54,721百万円 

退職給付引当金 48,919百万円 

投資有価証券・関係会社株式評価減 42,953百万円 

修繕引当金 20,845百万円 

繰越欠損金 103,237百万円 

パーチェス法適用に伴う時価評価差額等 12,000百万円 

その他 44,013百万円 

繰延税金資産小計 326,690百万円 

評価性引当額 △ 185,300百万円 

繰延税金資産合計 141,390百万円 

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 △ 14,789百万円 

パーチェス法適用に伴う時価評価差額等 △ 75,215百万円 

その他 △ 37,065百万円 

繰延税金負債合計 △ 127,070百万円 

繰延税金資産の純額 14,320百万円 

 

 

８．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当会社は、設備投資計画に照らして、主としてＥＮＥＯＳファイナンス株式会社からの借入により資金を調達し

ております。一時的な余資は借入金の返済に充当しております。 

売掛金にかかる顧客の信用リスクは、信用取引規程に沿ってリスク低減を図っております。 

借入金の使途は運転資金（短期）および設備投資資金（長期）であります。  

デリバティブは商品価格、為替、金利等の変動リスクを回避するために実需の範囲内で利用しており、投機的な

取引は行わない方針であります。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2023年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。 

                                           （単位：百万円） 

  貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額 

① 売掛金 934,373 934,373 - 

② 短期貸付金 35,720 35,720 - 

③ 投資有価証券 500 500 - 

④ 関係会社社債 21,131 21,131 - 

⑤ 買掛金 (614,318) (614,318) - 

⑥ 短期借入金（*2） (921,006) (921,006)  - 
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⑦ 未払金 (681,034) (681,034) - 

⑧ 長期借入金（*2） (909,591) (917,058) 7,467 

 ⑨  デリバティブ取引（*3） 943 943 - 

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（*2）１年内返済の長期借入金は、「長期借入金」に含めて表示しております。 

（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については、（ ）で示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびにデリバティブ取引に関する事項 

①売掛金および②短期貸付金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

③投資有価証券 

時価については、株式は取引所の価格によっております。 

④関係会社社債 

時価については、新規に同様の引受を行った場合に元利合計額を想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。 

⑤買掛金、⑥短期借入金、および⑦未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

⑧長期借入金 

時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。 

⑨デリバティブ取引 

時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づいて算定しております。 

 

（注２）市場価格のない株式等 

  （単位：百万円） 

  区分 貸借対照表計上額 

投資有価証券 非上場株式等 10,448 

関係会社株式 非上場株式 505,846 

その他の関係会社有価証券 合同会社出資等 35,977 

関係会社出資金 出資金 42,362 

なお、企業会計基準適用指針第 31 号 時価の算定に関する会計基準の適用指針 24-16 の取扱いを適用

しており、金融商品時価開示適用指針第 ４項(1)に定める事項を注記していません。 

本項の取扱いを適用した組合等への出資の貸借対照表計上額の合計額は以下の通りです。 

投資有価証券1,845百万円、その他の関係会社有価証券11,950百万円 
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９．関連当事者との取引に関する注記 

親会社および法人主要株主等 

属性 
会社等          

の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

     百万円  百万円 

親会社 
ＥＮＥＯＳホー

ルディングス㈱ 

被所有 

直接100% 

経営管理の

委託 

役員の兼任 

債務被保証(*1) 

  

328,921  

 

－  

 

－ 

 

子会社等 

属性 
会社等          

の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

     百万円  百万円 

子会社 
大阪国際石油

精製㈱ 

所有 

直接51% 

当会社たな卸

資産の販売 

たな卸資産の

購入 

事業資金の 

貸付 

役員の兼任 

資金の貸付(*2) 

 

利息の受取(*2) 

253,618 

 

268  

短期貸付金(*3) 

 

－ 

35,149 

 

－ 

 

兄弟会社 

属性 
会社等          

の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

     百万円  百万円 

親会社の

子会社 

ＥＮＥＯＳフ

ァイナンス㈱ 
無 

事業資金の 

借入  

資金の借入(*4) 

資金の借入(*5) 

利息の支払(*5) 

111,968 

254,150 

5,046 

短期借入金 

長期借入金 

    － 

400,436 

883,200 

－ 

親会社の

子会社 

JX NIPPON 

FINANCE 

NETHERLANDS B.V. 

無 
事業資金の 

借入 

資金の借入(*6) 

利息の支払(*6) 

資金の回収(*6)  

192,539 

4,973 

42,522  

短期借入金 

    － 

短期貸付金 

192,539 

－ 

  －  
 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(*1)当会社の原油購入代等について取引保証等を受けているものであり、保証料は支払っておりません。  

(*2)資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。  

(*3)大阪国際石油精製株式会社への短期貸付金に対し、6,965百万円の貸倒引当金を計上しておりましたが、 

当事業年度において6,965百万円の貸倒引当金を戻入しております。 

(*4)資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。当会社はＥＮＥＯＳファイナンス

株式会社より運転資金の借入を行う一方、余裕資金が発生した場合は日々これを借入金の返済に充当しております。

よって、取引金額については借入と返済をネット表示しております。 

(*5)資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。  

(*6)資金の借入および貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。当会社は JX NIPPON 

FINANCE NETHERLANDS B.V. へ、四半期ごとに運転資金の余裕が発生した場合は借入金の返済または運転資金の貸付を

行う一方、資金の不足が発生した場合は借入の実行または貸付金の返済を受けております。  
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１０．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額 509円26銭 

（２）１株当たり当期純利益                       8円46銭 

 

１１．重要な後発事象に関する注記 

（１）ＥＮＥＯＳリニューアブルエナジー株式会社との吸収合併 

当会社は、2023年１月16日開催の取締役会決議に基づき、2023年４月１日を効力発生日として、 

ＥＮＥＯＳリニューアブルエナジー株式会社を吸収合併いたしました。 

 ①合併の目的 

ＥＮＥＯＳリニューアブルエナジー社は、ＦＩＴ制度適用下での発電事業者として設立されましたが、 

2023 年４月以降はジャパン・リニューアブル・エナジー株式会社が発電事業者となることで、同社の存続が不要

となるため、吸収合併するものです。 

 ②合併期日 2023年４月１日 

 ③合併方式 

   当会社を存続会社、ＥＮＥＯＳリニューアブルエナジー社を消滅会社とする吸収合併を行いました。 

  本吸収合併は、会社法第319条第１項の定めに基づき、当会社株主であるＥＮＥＯＳホールディングス株式会社の

同意を得た上で、株主総会の開催を省略しております。 

 ④合併に係る割り当て内容 

  株式その他の金銭等の交付はありません。 

 ⑤会計処理の概要 

  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成31年１月16日）および 

  「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10号 平成 31年１月

16日）に基づき、共通支配下の取引の会計処理を適用することとなります。 

 

（２）ジャパン・リニューアブル・エナジー株式会社との吸収分割 

当会社は、2023年１月16日開催の取締役会決議に基づき、2023年４月１日を効力発生日として、 

当会社を吸収分割会社とし、ジャパン・リニューアブル・エナジー株式会社を吸収分割承継会社とする吸収分割を

行いました。 

 ①吸収分割の目的 

当会社が有する国内の再生可能エネルギー事業のうち、太陽光・陸上風力・洋上風力発電事業および、それらに

関連する事業をジャパン・リニューアブル・エナジー株式会社に移管し、両社の事業を統合するものです。 

 ②分割期日 2023年４月１日 

 ③吸収分割の方式 

   当会社を分割会社とし、ジャパン・リニューアブル・エナジー社を分割承継会社とする吸収分割を行いました。 

  本吸収分割は、会社法第319条第１項の定めに基づき、当会社株主であるＥＮＥＯＳホールディングス株式会社の

同意を得た上で、株主総会の開催を省略しております。 

 ④吸収分割に係る割り当ての内容 

  ジャパン・リニューアブル・エナジー株式会社から分割対価相当のジャパン・リニューアブル・エナジー株式会社

普通株式73,738株の交付を受けます。 

 ⑤会計処理の概要 

  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成31年１月16日）および 

  「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10号 平成 31年１月

16日）に基づき、分社型吸収分割の会計処理を適用することとなります。 

 


